
１．会合名 非上場株式の取引制度等に関するワーキング・グループ 

２．日 時 平成 26 年５月８日（木）13:30～15:00 

３．議 案 ○ 株式投資型クラウドファンディングの自主規制のあり方について 

４．主な内容 ○ 株式投資型クラウドファンディングの自主規制のあり方について 

 事務局より、配付資料に基づき、株式投資型クラウドファンディングの

自主規制のあり方について説明が行われ、大要次のとおり質疑応答及び

意見交換が行われた。 

 

・ プライマリー場面における投資グループの利用とクラウドファンデ

ィングの利用とは、異なる制度であることから、それぞれ分けて議論

した方がよいのではないか。 

・ 発行会社のデューデリジェンスに関し、誰がどの程度行うことを想定

しているのか。 

⇒（事務局）自主規制の骨格案については、次回の本会合にて検討する

こととしたい。 

・ 投資者に提供する情報に関し、資金使途、セカンダリーの場の有無や

それがない場合のリスク、資金調達手法として、投資グループ方式か

クラウドファンディングかの別についても含めるべきである。また、

手数料の額を明示すべきではないか。 

⇒（事務局）自主規制の骨子案については、次回の本会合にて検討する

こととしたい。 

・ クラウドファンディングは、情報提供・投資勧誘の手段をインターネ

ットに限定しているが、インターネット以外の投資勧誘・情報提供の

手段はどの程度許容されるのか。例えば、コールセンターの設置は許

容されるのか。 

⇒（事務局）既に公表の法律案や今後公表されるであろう政府令案を前

提に具体的な自主規制について検討しなければならないことから、現

状は法令での規定内容を注視すべきと考えている。なお、コールセン

ターについては、例えば、操作方法等、技術的なサポートのみを行う

ことは許容されるものと考えられる。 

・ ファンド投資型クラウドファンディングに係る自主規制とある程度

平仄を合わせることが必要ではないか。 

⇒（第二種金融商品取引業協会）同じ問題意識は持っていると考えてい

る。一方で、現状、既に利用されているクラウドファンディングとの

バランスも重要と考えている。 

・ 第一種少額電子募集取扱業者は、日証協に加入することが義務付けら

れるのか。 

⇒（事務局）既に公表されている法律案によれば、第一種少額電子募集

取扱業者は、金融商品取引業協会への強制加入義務を負ってはいない



が、仮に加入しない場合は、協会規則に準ずる内容の社内規則の整備

や、当該社内規則を遵守するための体制整備等が登録拒否要件として

規定される予定である。加入する金融商品取引業協会は、第一種少額

電子募集取扱業者が行う業務が第一種金融商品取引業であるため、日

証協となる。 

・ 証券会社が行うことができる非上場株券等の電子募集取扱業務の範

囲についても、第一種少額電子募集取扱業務と同様、日証協の自主規

制では「少額」のものに限定することでよいのではないか。 

 

 株式投資型クラウドファンディングの自主規制のあり方については、次

の結論を得た。 

①第一種少額電子募集取扱業者に対する自主規制のあり方は、証券会社に

対するものと同じとすることから検討すること。 

②第一種少額電子募集取扱業者及び証券会社による電子募集取扱業務に

対する自主規制のあり方は、証券会社による非上場株式の募集・私募

の取扱いに適用される、現在の自主規制をそのまま適用することとす

るところから検討すること。 

③非上場株式の投資勧誘を原則禁止している本協会の自主規制を緩和す

る電子募集取扱業務は、証券会社についても、「少額」のものに限定す

ること。 

以  上 

５．その他 特になし 

※ 本議事要旨は暫定版であり、今後、内容が一部変更される可能性があ

ります。 

６．本件に関す

る問い合わせ先 
自主規制本部 エクイティ市場部（03－3667－8481） 

 


